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r三田学会雑誌」82卷3 号 （1989年10月）

国際産業連関分析における基礎的問題

--- これまでの理論と実証のアプロ一チをめぐって----

池 田 明 由

1 序--問題の所在

2 諸アプローチの概要

(1) アイサ一ドの立地論的接近法

(2) レオンティュフの技術連関的接近法

(3) ぺトリの価格調整による多部門貿易モデルの接近 

法

3 まとめ一 国際産業連関まの視点から

1 序—— 問題の所在

オリーン〔10〕によれば，もともと価格決定 

の基礎理論は単一市場を想定して展開されてき 

た。しかし，現実には価格体系の異なる複数の 

地域市場が並存している。rそれ故，価格決定 

理論は，多少とも関連し合う多くの地域市場を 

含むように，拡張されなければならない丄 

この主張にみられるとおり，伝統的貿易理論 

はもともと基礎理論に対して応用理論的な性格 

を持ち，その目的は，主として，複数市場間の 

g 由な財取引がそれぞれの経済的厚生をさらに 

向上させること（貿易利益の発生）の説明におか

れてきた。ヘクシャー= オリーンの命題は，貿

易利益の発生を，財間の要素集約度の差異と地

域間の要素賦存量の差異によって証明しようと

したものである。

一方，貿易される財は様々な用途を持つ。そ

のうち，たとえば鉄鋼，半導体等，生産プロセ

スに直接投入される中間財貿易の場合には，要

素集約度だけで貿易バタ一ンを説明することが

困難となる可能性が生ずる。国際間の中間財取

引は，生産技術上の質的要因に制約されて価格

非弾力的になり，それに市場調整力が働かない

場合を推測し得るからである。

こうした中間財貿易の生産技術的側面を重要

視する立場から，現在，国際産業連関表の開寿
( 2 )

• 作成が急速に進行している。

図 1 に，世界を日本，アメリカ，及びその他 

世 界 （Rest of the W o rld )の3 地域に分割して,

その結果をまとめた国際産業連関表が例示され 

ている。この表全体は，中間財取引を示す行列 

部分と，最終需要（列）ぺクトル，付加価値〔行）

注 （1 ) O h lin〔1の P .2の拙訳。

C2) 国際産業連関表作成の経緯について，以下簡単にのべておく。

日米連結産業連関表は，わが国では初めてアジア経済研究所（Institute of Developing Economy; 

ID E )と慶應義塾大学産業研究所（Keio Economic Observatory; K E O )の共同作業により，1970年 

表 （各国120部門）が作成された。その後，日. 米 . 韓 .ASEAN (東南アジア諸国連合）各国を連結 

した庞大な国際I 一0 表 〔1975年表）がアジア経済研究所によって発表されている。これらの経験を 

基礎に，1987年通産省• アジア経済研究所. JET ROと慶應義塾大学産業研究所の共同作業の下で， 

1977年日米表が発表された。さらに1989年10月には1985年表が完成し，その速報が公表された。
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べク トルから成る。 そのうち行列部分は，それ 

ぞれ" 次の行列で示された個々の要素から成る。 

行列部分全体の対角に位置する行列要素には， 

ある年(たとえば1980年)に，各地域内部で取引さ 

れた中間財の総量が, 非対角の行列要素には,地 

域相互間で取引された中間財の総量が，それぞ 

れ " 個の部門間の関係として記録されている。

この表を，たとえば日本の欄の第ゾ部門を示 

す縦列に沿ってみてみると，この部門がメ財を 

生産するために必要とした中間財の投入構成を 

知ることができる。その構成のうち，たとえば 

第財は異なる地域の第/部門から供給される 

場合があることに注意すべきである。 i 財が異 

なる地域の：' 部門によって同時に供給され，生 

産されているとすれば， f 財の生産に不完全特 

化が生じることになるからである。同時に日本

の第?'部門を示す行を横に沿ってみれば，日本 

の第 i 部門で生産された第i 財が，日本国内に 

限らず，その他の地域へも，中間財又は最終財 

として供給され得ることが示されている。これ 

らの時，日本全体としてみれば，第:'財は輸人 

と同時に輸出されていることになり，いわゆる 

双方向貿易の状が記述されることになる。

以上のように，国際産業連関表は，必ずしも 

伝統的實易理論の枠組で中心的にとりあげられ 

ているとはいえない，多くの情報を提供してい 

る。特に国際的な構造調整の必要性が認識され 

る現在，国際産業連関表による実誰分析は重要 

である。しかし，国際産業連関分析のための手 

法は，現在開発中であり，未だ確立されていな 

い。今後，国際産業連関表に関連して，分析の 

基礎となる梓組を整え，伝統的貿易理論との閱
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M2からの輸送投入

21^(631')

係を明確にしておく必要があろう。その準備的 

考察として本論では，これまでの理論と実証の 

アプローチのうち，互いに対照的な3 つの研究 

をとりあげ，国際産業連関表という視点から， 

それぞれの特徴について考察を加えたいと思う。

2 諸アプローチの概要

( 1 ) アイサードの立地論的接近法

アイサ一ドはその主著"立地と空間経済" 〔2〕 

の冒頭で，「より適切な立地と空間経済の一般 

理論の発展を通じて社会科学の原理，特に経済 

学の空間的，地域体系を向上させることがこの 

言物の基本的目的である」と述べている。つま 

り，市場の価格メカニズムを解明した伝統的経 

済理論とは別の立場から，経済社会の空間的構 

造 （立地関係）を決定するメカニズムを理論化 

した。アイサードによるとこの空間的構造は， 

地域間の距離的な関係と資源賦存の不均等性と 

い う 2 つの要素に依存して決まるものである。 

理論展開としては，まず "輸送投入"という分 

析概念を定義した上で，はじめに資源賦存の均 

等性を仮定して，地域間の距離関係に関して代 

替分析を行う。次に，資源賦存が不均等の場合 

に分析を拡張し，一般的な均衡解を導出する。

空間的き回生産の利益がある場合の空間選択 

を説明するために定義されたのが輸送投入（単 

位重量の単位距離移動）という概念である。空間に

おける位置の重要性が認識される場合には，労 

働資本及びその他の要素投入に加えて，輸送投 

入を含めた費用分析が重要である。その時，資 

本投入に対する価格としての利子率と同様に， 

輸送投入に対する価格ニ運賃率が定義されてお 

り，輸送支出がそれによって導かれている。最 

後に輸送投入は生産用役としての機能は持つが, 

本源的生産要素とは異なる。

さて理論は他の条件を一定にした時の，諸輸 

送投入間の代替分析を行うことから始められる。 

それによって，均衡状態における地点間の距離 

的関係を導出することができる。

今，図2 のような状況を考える。ここで，Ml, 

M 2 はある財を生産するための原材料の供給地， 

C 点はこの財の消費地である。 3 点の位置関係 

を与えられたものとして，この財の生産立地点 

P は，どの位置が最適であるかが解かれるべき 

問題である。但し，平面上のどの点でも要素賦 

存の差異(たとえば労働費用の差異）はないものと 

する。この問題を先の輸送投入の概念を用いて 

次のように解くことができる。まず /間の輸  

送投入を一定にした時（たとえば，尸点が因4 の 

弧：TS上にある時）の，P M x間，及びP M 2 間の輸 

送投入の可能な組合せを，図3 の変換曲線T S  

のように描く。それぞれの輸送投入に対して運 

賃率が与えられていればその相対比率は，図3 

の値格率線//でまわされる。その時，消費地C 

への輸送投入をある一定の値に統御したこの場

図 2 立地三角形 図 3 輪送投入間の代替関係

仏
か
ら
の
輸
送
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合の最適生産立地点を，図3 の接点P ' (図2 の 

P 'に対応する）のように求めることができる。 

同様に全ての任意の2 点間の代替分析を繰り返 

すことによって，最終的な生産立地点が三 

角形 C M 1M 2 (立地三角形と呼ばれる）の内部の 

一点に定まるであろう。地点ごとの輸送投入間 

の代替分析で説明されるこのような均衡は"輸 

送指向型" の均衡と呼ばれている。

次に要素賦存の不均等性を許容した時には， 

上の分析はどのように拡張されるであろう力ん 

今，何らかの地理的制度的要因に基づいて，立地 

平面上に要素賦存のばらつきがあり，たとえば 

地点間の労働費用に差異がある場合を考えよう, 

その時には，輸送支出と労働支出の間の"支出 

代替曲線" を使って分析が行われる。"支出代 

替曲線" は，図2 の立地三角形内部の各点につ 

いて，それぞれの輸送支出と労働支出の大きさ 

をプロットして得られた関係を示す。この関係 

は，たとえぱ図3 の曲線m m で示される。ここ 

でm m 上の各点はそれぞれ図2 の立地三角形内 

部の一地点に対応している。さて両軸の目盛が 

同じである場合には，総支出（輸送支出+ 労働支 

出）を最低にするような立地点P 。を図のよう 

に決めることができる。た だ し は ，"支出代 

替曲線" がー1 の勾配を持つ等支出線に接する 

点として示されている。しかし輸送投入間の代 

替分析で決まる立地の均衡点P *が，図4 の 

と一致するとは限らない。その場合には要素分

輸送支出（ドル） 

m 4 輪送支出と労働支出の代替関係

布の不均等性によって先の"輸送指向型"の均 

衡は修正されることになる。地点間での費用格 

差が労働以外の生産資源にある場合でも，同様 

の代替分析を考えることができ，それらの結果 

を総合することによって最終的な均衡点に到達 

し得る。このように記述された均衡は"労働指 

向型" の均衡と呼ばれる。

しかしアイサ一ドによれぱ，"労働指向型" 

の均衡を詳しく分析することは理論を精線化す 

るものであるが，しかし"空間経済の一般理論" 

の本質ではない。

以上の単純化されたモデルは，消費地又は原 

料供給地が複数存在する場合（図2 のC, Ml, M2 

に対応する点が1つずつではなく複数存在する場合） 

の地域分析に一般化が可能である。その場合で 

も，本質的にはあらゆる方向への輸送投入間の 

代替関係を分析することによって，地域内部の 

立地均衡を導くことができる。さらに，集積- 

非集-積 （規模の経済性，都市集中化）の効果を考 

慮してこれらの結論に正を加えれば，より現 

実的な均衡解が導出されるであろう。

以上がある地域内部における立地論の基本的 

な内容である。ところで，この地域内部の立地 

分析は，諸地城間の立地関係（地域聞貿易）の分 

析に応用される。今，ある地域について，内部 

的に前述の均衡条件が満たされているとすれば, 

立地論的にはこの地域全体をひとつの等質的空 

間と考えることができる。そこで，内部的な立 

地均衡を満たす複数の地域について，その相互 

関係を分析しようとするとき，各地域の等質的 

なひろがりをひとつの質点に集約させ，その質 

点間について立地分析を行うというアプローチ 

が可能になる。このように考えれば，地域内部 

での地点間の立地分析が，複数地域間の質点間 

の貿易分析に応用されることになる。但し，ア 

イサ一 ドによれば，質点間の貿易分析における 

費用概念は具体的通貨単位で示されたものでは 

なく，拡張された機会費用概念で示されなけれ 

ぱならない。 又，おそらく地域間の（すなわち 

質点間の）要素賦存の差異は，地域内部の（地点 

220 (632 )



間の）差異よりも大きいであろうから， 貿易分 
祈 で は " 労働指向型"の均衡がより強調されよ 

う。 アイサートによれぱ，立地論と貿易論は双 

方 の概念拡張（立地論における機会費用と貿易論 
における距離因子に関する，それぞれの概念拡張） 
によって統一的に理解されるようになる。

アイサードは，経済学における空間的立地問 
題の重要性を強調し，独自の理論体系を展開し 
た。具体的には，輸送投入という概念を定義し 
て代替分析を行うことによって，地域間の距離 
的関係を解明した。その帰結は貿易論にも応用 

される。現実に，地球上には複数地域が異なる 
距離関係をもって分布していることに対し，立 
地論の分析視点は興味深い意味を持っている。

( 2 ) レオンティエフの技術連関的接近法

産業連関分析の創始者であるW .W . レオンテ 

ィェフは，国際連合の後援の下で"The Future 
of the W orld E conom y"〔3〕 という研究報告 
をまとめた。 そこでは国連の" 国際開発戦略" 

に沿った将来的経済成長が， 様 々な経済問題 

(天然資源や環境に関すろ問題も含めて） に対して 
どのような影響を及ぼし得るかという政策評価 
の分析が目的とされている。 国際産業連関表の 
定式化以前の段階で，その為の手法として展開 
されたのが，地域別産業連関表をそれぞれの貿 

易活動に応じてS 際的にリソ クした世界モデル 

である。
この世界モデルでは，世界はま1 に示した15 

の地域経済に分割され， その各々について175

表 2 レオンティエフモデルにおける各地域の

部門分割

No. 部 門 名 No. 部 門 名

1 畜産 2 3 工業用化学製品

2 油料作物 2 4 肥料

3 穀物 2 5 その他化学製品

4 根菜作物 2 6 石油精製マージン

5 その他農業 2 7 セメント

6 銅 2 8 ガラス

7 ボーキサイト 2 9 一次金属加工マー
8 ニ ッ ケ ル ジン

9 亜铅 3 0 自動享

1 0 錯 3 1 造船

1 1 鉄 3 2 航空機
1 2 原油 3 3 金属製品

1 3 天然ガス 3 4 —般機械

1 4 石炭 3 5 電気機械

1 5 鉱業 3 6 理化学機器

1 6 食品加工マージン 3 7 時計

1 7 繊維 3 8 電気，水道

1 8 木材，コルク 3 9 建設

1 9 家具 4 0 商業

2 0 紙 4 1 輸送

2 1 出版 4 2 通信

2 2 ゴム 4 3 サービス

本のバランス方程式体系が組まれている。 175 

本の中には43の経済活動部門について， それぞ 

れの投入一産出関係を示した式も含まれている 
(43部門名は表2 を参照)。

175本の方程式体系は大まかに7 つのプロッ 
クに分けて考えることができる。 まず，体系の 

1 〜10番目の方程式プロックでは， マクロ経済 
指 標 （地 域 G D P ,総投資，雇用など） と体系内の

表 1 レオンティエフモデルにteける世界の地域分割

分 類 地 域 分 類 地 域

I 先進国群 A 北アメリ力 n 発展途上国 A 南アフリカ（低所得国）
B 西ヨ一ロ、"パ (高所得国） 群 I B 中東一アフリカ

C ソ連 〔資源豊言国） C アフリカ（熱帯地域）
D 東ヨーロッバ

E 西ョ一ロッバ (中所得国） i n 発展途上国 A アフリカ（砂漠地帯）

F 日本 群n B アジア (低所得国）

G オセアニア (資源稀少国） C アジア (中央統制地区）

H アフリカ（中所得国） D 南アメリカ（中所得H)

221 0555)



その他の活動指標が， どのような関係にあるか 
を示している。 次に11〜31卷自の方程式プロッ 

クには，公言発生と環境の問題が取り上げられ 
ている。 さらに第3 プロックの32〜74香の式で 

は，地域別産業連関表の記述として，表 2 の43 
経済部門の投入産出体系が示され，第 4 の75〜 
91番のプロックでは 投資バランスが記述されて 

いろ。

第 5 . 第 6 プ ロ ッ ク （方程式92〜170番）は国

際取引方程式であり，個別の経済地域を国際的
に結びつけるチャンネルである。 ここで特徴的

なことは，国際取引を取り扱う場合に"inter-
national trading pool" という操作上の概念が
導入されていることである。 ある地域から輸出
される商品は，全 て 単 一 の "p o o l" へ供給され，
全ての地域の輸入はこの"pool" から引出され
るものとみなす。-0■うまでもなく，世界全体の

輸出総額は輸入総額に等しい。 まず， 92〜131
番の方程式プロツ クでは輸入.が取扱われている。
すなわち， 也域におけるある財の輸入量が，
问 地 域 の そ の 財 の 総 消 a に占める一定割合と 

( 3 )

して示される。又，第 6 プロックの132〜170式
に示されるとおり，各地域の輸出量は，全世界
輸 出 量 （= 全世界輸入量= poolの大きさ）の固定割
合となっている。輸出入の取り扱いに関して，
レオンティエフの説明を引用しておこう。

「ある種の商品（たとえば鉄）が あ ろ 地 域 （た

とえば北アメリカ）から輸出される数量は，その
商品の世 界 的 輸 出 総 量 （もちろんそれは世界的輸

入総量に等しい）の固定割合として扱われる。他
方，北アメリカに輸入される鉄の数量は，その
地域で消費された鉄の総量のある一定割合とし 

( 4 )

て示されている_1。
最後に第7 プロックの171〜175式は，对外援 

助や資本の流出入を示す式と， ダミー式になっ 
ている。

7 つのプロッ クからなる以上の175本の式が

全 世 界 15地域に存在するから，最 終 的 に 15X 
175 =  2, 625本の式がモデルに含まれることにな 

る。諸分析では， この膨大な連立方程式がコン 
ピュータ計算によって解かれることになる。そ 

の際，全ての係数値には，地域毎に別途推計さ 
れた値がバラメトリックにあてはめられる。又， 
このモデルに含まれる変数の数は方程式の数よ 

り多いから，いくつかの変数は分析目的に応じ 

て外生的な政策変数として扱われる。それら政 
策変数がいろいろな水準に与えられた時，残り 
の従属変数が，体系内の一般的相互依存関係を 
通じて， どのような影響を受けるかを予測する 

ことによって，将来的な政策評価を下すことが 
できる。 あるいは逆に， 望 ま し い 帰 結〔たとえ 

ぱ先進地域と後進地域の格差是正） を達成するに 
は，政策的な変数をどのように定めれば良いか 
という分析も可能である。 レオンティエフの世 
界モデルは， 国際政策の経済的帰結を分析する 

という，実践的な目的を持ったものということ 

ができる。
以上のレオンティエフのモデルで特徴的なこ 

と は " p o o l"概念の導入である。形式的に各地 
域の輸出入は全て， こ の "pool" との関係で記 
述されており，特 定 2 国間のバイラテラルな交 

易には言及されていない。 レオンティエフの主 
張によれば， そ れ ら の 個 別 的 関 係 は "in te r
regional division of labour" の全般的分析に 

対して，切り離して考えられなければならない。
" p o o l" という概念を導入することによって， 

どの地域経済も全世界に存在する他の全ての地 
域経済と，貿易による相互依存関係を持つこと 
が簡便に示され得る。貿易問題を基本的には2 
国間の関係としてとらえている伝統的貿易理論 
とは対照的に， レオンティエフはある地域の経 
済活動を全世界との関連において分析しようと 
している。

注 〔3 ) 従って，輸入係数とは，輸入量/ 地域別総消費量のことである。しかし実際には，計算の便宜上， 
輸入係数として輸入量/ 地域別産出量を用いている。

(4 ) Leontief「3〕，p.15の拙訳。
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表 3 ペトリのモデルの基本的骨格

R 1 p—Aq-\rlw-\-hz

R 2 q^Sdp+Smp*

R 3 Sd = Sd (A  ダ）
R 4 Sm = Sm ip , ダ）
R 5 d=Ax + bv+cT

R 6 x=sad+sld*

R 7 l'x = L

R 8 k'x — dv = K

R 9 p'sld*-p*'srr.d=B

内生変数 
A = 投 入 係 数  

=需要べクトル 
ニ生産者価格べクトル 

g ニ購入者価格べクトル 
7T = 資本収益
Sd= 自国市場における自国シュア 
Sm—ま国市場における外国シュア 
y = 投資水準 
W = 賃金毕

産出べクトル 
r = 消參水準

外生変数 
純対外窗保 

b = 投資構成比 
C = 消費構成比 
I = 労働係数 

労働賦存量 
k = 資本係数 
ft：= 資本賦存量 
ク= 世界価格べクトル 

0 = ストック.フローの変換係数 

( 近似的にモデルが適用された年数）

B

注 ：ァスタリスク付は外国の変数。 

あることを示す。

トは対角化されたぺクトルを示し，ダッシュは転ほ行列で

( 3 ) ペトリの価格調整による多部門貿易モデ 

ルの接近法

最後に，地域別の産業連関表を貿易に結びつ
け，国内の生産の技術的構造と，貿易構造との同
時均衡モデルを構築した，P .ぺ ト リ "Modeling
Japanese-American T ra d e "〔4〕をとりあげる。

ぺトリは塞本的にはレオンティュフ的なモデ
ルの梓組に従いながら，"trade share function"

を体系内に取り入れることによって，価格調整
のある多部門貿易モデルを構築した。その上で
日米2 国間貿易に視野を限定した実証分析がモ
デルに基づいて試みられている。

このモデルの基本的骨格は表3 にポされてい
( 5 )

る。 まずこのモデルでは，その第一の特徴とし 
て，全ての部門について， 2 種類の数量概念と

それらに対応する2 種S の価格概念が定義され 

ている。すなわち，各国経済はそれぞれ20の経 
済部門に分割されてL、るが部門分類について 
は表4 を参照) ， S 国におけるこれら各部門の生 
産量としてベクトルa;が，一方，各部門への需 

要量としてべクトルゴがそれぞれ定義されてい 

る （同様に外国についてもX * とd * がある）。それ 
に对JCSして，生産量a;の価格には生産者価格わ 

(ぺクトル）力 も 需 要 量 d の価格には購入者価 
格 g (ぺクトル）があてはめられている（外国に 

ついてはや* とビ)。
表 3 の初めの2 式はこれらの値格についての 

記述である。 R 1 では生産者価格わ (完全競争 

下では生産費に等しい）が中間財支出と労働及び 
資本費用の合計として示されている。 この関係

注 （5 ) ぺトリが実際に分析に用いたモデルはより複雑なものであるが，その骨格を表3 のように要約すろ 

ことは可能である。詳しいモデルについては付表を参照。
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表 4 ペトリのモデルにおける部門分類 表 5 ペトリのモデルのフローチャート

No. 部 名 No. 部 門 名

1 農業•食料品 1 1 輸送機械
2 天然資源 1 2 その他製造爱

3 繊維.衣服 1 3 建設

4 木製品•紙 1 4 電気. ガス.水道

5 化学 1 5 卸売•小売

6 業業.土石 1 6 金融.保険

7 鉄1岡 1 7 不動産

8 金属製品 1 8 運輸. 通信'

9 一般機械 1 9 サービス

1 0 電気機械 2 0 国際輸送サービス

は生産関数に双対な費用方程式である。R 2 で 

は購入者価格g が，両国の生産者価格を国産一 

輪入シ:Cアで加重平均した値として導出されて 

いる。商品需要における国産及び輸入のシュア 

@体は，両国の生産者価格の関数として，R 3  

とR 4 に定義されている。さらにR 5 とR 6 が 

数量サイドの記述として示される。すなわち，

R 5 によれぱ各商品の需要総量は，中間需要と 

投資及び消費需要の合計に等しい。又，R 6 は 

0 国で生産された商品が，自国又は外国で全て 

消費されつくすという，需給のバランス式を示 

す。最後に，R 7 とR 8 では要素市場における 

完全雇用を保障し，R 9 では国際収支の状態を 

外生的に与えている。

以上の関係に加えてこのモデルでは，R 5 で 

定參される需要総量のうちの，中間需要量が価 

格感応的に調整される。すなわち各部門の生産 

物単位当りに必要な中間財投入量を示す投入係 

数行列A が，購入者価格ベクトルg の関数とな 

っている。具体的にはA 行列を構成する個々の 

投入係数が，異なろ価格g に対して次のような 

スケジュールを持つと仮定されている。

QiRIO 04= a'i

但し， 生産物単位当りのi 財投入量 

=  の基準年値 

ヴ 財 の 投 入 価 格 （基準年= 1) 

わ= i 財投入の擬弾性バラメタ 

以上の体系に含まれる価格の調整メ力ニズム

R 1 P = A'q+lw+kr

R 3 sl=sl ipi, pi.)

R 4 sl = sl ipu p i)

R 2 q=Sd +Smp*

RIO ai=aiXq2, Q2, ......，Qn)

for all

はま5 に示したようなフローチャートによって 

理解されよう。すなわち，ある投入係数行列と 

要素賦存が与えられると，それに対して生産者 

価格/ )が決まる（R 1)。このようにして決まっ 

た/)と相手国の自国について解くときは相手 

国の変数は与件として扱われる）から，各 財 別  

に国産と輸入のシェアが決まる〔R 3 とR 4 )。 

シェアが決まればそれをウェイトとして購入者 

価格q が3?かれ (R  2 ) , それに応じて投入係数 

が調整される〔R10)。この様な調整がさらに数 

量サイドのバランスに照らしあわされることに 

よって最終的な均衡解が導出される。表 5 から， 

このモデルにおける価格調整プロセスが2 段階 

的であり，その各々が別々の価格概念によって 

説明されていることを読みとれるであろう。す 

なわち，生産者価格/?によって国産一輸入シュ 

アが調整され（R 3 とR 4 ) , 購入者価格g によ 

って中間財需要量か調整されている〔R10)。

R 5 及びR  6 をさらに詳細に吟味すれば次の 

ような点が注目されよう。まずR  5 によれぱ各 

投入係数は

dij.-
Xi

an ： j 部門の生産物単位当りのi 財投入量 

dij ： j 部門に中間投入されたi 財需i 量 

X j ： j 部門の生産量 

と定義されていることがわかる。つまり，投入 

係数を記述する分母と分子の数量概念が異なっ 

ている。このような性質を持つ投入係数は，お 

そらく，伝統的な〔レオンティュフタイプの）固
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定型技術係数とは違った意味を持つであろう。
同様にR 6 によれぱ，各 i 財の国産及び輸入

シェアは次の様に定義されることになる。
^  d

sT

di

di

i 財の国産シ 

i 財の輸入シ 
自国における

di 

ア 

ア

財需要量
自国で使われた自国産i 財の量 
自国に輸入された外国産財の量 

投入係数と同じくシェアの定義においても， 
分母と分子が異なる数量概念で記述されている。 
従って，国産シェアと輸入シアを加算した結 
果は， 1 になるとは限らない。

以上述べたようなぺトリのモデルにおいて重 

要な役割を果たし，それを最も良く特徴付けて 
いるのは， R 3 とR 4 で示された"trade share 

fu n c t io n "である。 実際， この研究の実証分析 
におけるぺトリの努力の大半は， モデルの全体 
系に矛盾のないシェ ア関数を計測することに向 
けられている。従って，ペトリのモデルを正確 

に理解するためには， ここであらためて， シエ 
ア関数の基本的な性質に立返ってみることが必 
要であろう。 そこでまず， このシニア関数の原 
点となるアーミントンの先駆的理論研究を確認 
した上で，ペトリのモデルの性質を堀り下げて 

考えてみたい。

1969 年の Arm ington "A  Theory of De
mand fo r Products Distingushed by Place 
of Production" 〔 5 〕の理論展開は次のように 
要約される。 今 " 個 の 財 カ テ ゴ リ ー （各国に共 
通）と， それらを生産しているm 個の国があっ 

たとする。 その時，第 ：•番 目 の G•ニ1,2,……，
« ) カテゴリーに 属 す る 財 を 番 目 の "goods" 
と呼び，ぶ で ま わ す 。 さらに， で示された 
"goods" は産出国の違いによって区別されると 

考え， たとえば？' 番 目 の "g o o d s "のうち， j  

国で生産された財を"p ro d u c t"と呼び，X i jで 
表わす。 この時，"goods" X i と" p ro du c t"ズ"  

には，そ れ ぞ れ P i と P" という値格が与えら

れている。

さて，消費者が所得制約の下で効用を最大化 
しようとする時， こ の 効 用 関 数 は 個 の pro
duct について 定義されなければならない。 そ 

の時，消費者の最大化行動を通じて，産地で区 
別 さ れ た 各 p ro d u c tの需要量が決定すること 

になる。 このことは， 〔I 〕のような数式的関 
係にまとめられよう。

max U=U  CXn, Xi2, ...... , Xim, Xzu

■̂ 2̂2, • • • • • ， ^^27Tly •. ’

-Xn2i ...... , Ji-nm')

sub to Z )= S  2  PikXu

( 但しのは所得制約を示す）〔I 〕

X ,r- •, P Im, P21,
9 Pnlj Pn2,

■Xij (Z), Piu _Pi2,

2t7i>

.......> nni)

し か し 〔I 〕の 関 係 に は ， 同 じ /番 目 の  
goodsに属する同種のproduct間のより密接な 
関係が無視されている。そこで， このことを考 
慮 し て 〔I 〕を再定式化すれば，

max U'=U'QXi, Xz, ……，X J
where X i— iOCn, Xii, ...... , Xim)

fo r all i

sub to Z )= S  S  PikXik

〔U〕

と* くことができる。 すなわち， 複 数 の pro
duct を goo dsに集計する集計関数 i>iを定義 

することによって，〔I 〕の関係が〔n 〕のよう 

に書き改められることになる。

但し， この様に* 計 関 数 <ihが定義できる必 
要十分条件は，r 同一の財カテゴリー（goods) 

に属する任意の2 つ の product間の限界代替率 
が他の力チゴリ一のproductの数量とは独立で 
あること」である。形式的には

M  dXン dU/dXu) 

fo r all i, j, k, I, m such that mキ i 

が満たされるようにgoodsの分類がされてい 

なけれぱならない。 こ れ を "independenceの
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仮定" と呼ぶ。
ところでgoodsの 価 格 P i は

A  2 PiXi =  ̂ Ji PikXik

を満たすような値でなければならないが，その 
ための条件は，

d<pi r. . d<jhA  3 Pi=Pii

-Pi)

dXn

d<Pi
d̂Xira

-Pi2
dXi2 

fo r i = l , 2,

という関係が成立していることである。
ここで， が 一 次 同 次 の 関 数 で あ れ ぱ ， 

goods の価格 Pi を product の価格 Pij (Sor j=\, 

2 , …… ， m ) のみの関数として表わすことが 
でき，

A  4 Pi —Pi CPil, Pi2, ...... , Pirn)

fo r all i

と* くことができる。従って，第 2 の仮定とし 

て， の一次同次性が求められなければならな

い。
A が A 3 を満たすように定義されていて，力 

つ <hがー次同次であれば， その時の重要な帰 
結として，

：n i]

〔皿 - 1〕

C in -2]

max =

sub to PiXi

i

A  6 Xi = XiCD, Pu Pz, …

m
min 2J PikXtk 

k

sub to X i=^i QXiu Xi2,

A 5 D 三 S  PiXi

( 6 )
の関係を導くことができる。

これらのことをふまえて， 〔I I 〕のように再 

定式化された関係を， さ ら に 〔皿〕のように書 
き改めることができる。

〔皿〕によってほらかなことは， goodsが産 

地別に個々の productに分割されている時，消 

費者効用の最大化問題は，最終的に2 段 階 am  
-1〕と CIII-2〕）に分けて考えられるということで 
ある。 この時A  7 で示された式が，一般にアー 
ミントンのシエア関数と呼ばれているもので， 

通常，同一力チゴリ 一（goods)に 属 す る produ- 
t c 間の不完全代替を示すと解釈されている。

さて，アーミントンのこの最終的帰結に，ぺ 
トリのシュア関数を導入したモデル体系はどの 

ように関連しているであろう力、。 それを示した 
のがま6 である。 ペトリは，財が中間需要され 

る場合も最終需要される場合も同一の変形関数 
が最大化されるという前提に立って， アーミン 
ト ン の 〔皿〕の最終的帰結をそのままモデルの 

中に取り入れた。 表 6 では， アーミントンの 

み ……’ Xn)

, Pn')

A  7 X ij= X ij[X i,堯 ’

但し

A  5 Z) ニ S  S  PikXik = '^  PiXi

A  2 PiXi— S  PikXik

Pij
•I im

か つ

注 （6) がー次同次であるので，オイラーの定理が成立していることと， A 3 で示された関係から，次 

が成り立つ。

キ d<hZI PikXik-
dXik

'Xik— PiXi

.れをすベてのi について合計したのがA 5 である,
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表 6 ペトリとアーミントンの比較

R 1 

R 2

R 3

R 4 

R 5 

R 6

R10

ペトリ アーミントン

p= A'q+lw+kn (費用タームの生産関係）
q=SaP+SraP* A 2

Sd =  Sd ip ,ダ）
A 7

Sm = Sm ip, P*) 

d=Ax+bv+cr (需要の定義式）X i に対応 
x = sad+std* (需給均衡式）

PiXi =  S  PikXik 

Xij=XiA Xi,
Pjj
 ̂ im

ai=ai
Qi

、/7
A 6 X i= X i iD ,  Pi, Pn)

Tin〕におけるA  2 , A  6 , A  7 ぜ、、 それぞれぺ 

トリのモデルの；R 2 , 只 3 と1^4, R10に対応 
することを示している。
又，ペトリにおける数量概念（生産量a:と需要 

量ゴ）は，アーミントンの財概念（goodsとpro

ducts) と次のような関係を持つ。まず，ペトリ 

は基本的に最も細かく定義された財の品目分類 

(たとえば5, 000品自分類）を想定する。しかし実 

際のモデル上では，この細品目分類が，表 2 の 

20部門にまとめられている。このまとめ方の基 

^^となるのが人1 である。すなわち，各細分類 

項目について"independenceの仮定"が満た 

されるように20個の部門が定義されている。基 

本的な細品目分類（5,000品目分類）と， それを 

まとめたモデル上の20部門分I I は全てのH に共 

通である。このモデル上の20の部門分類が，ァ 

一 ミントンの"g o o d s "に対応するものである。 

すなわち，ペトリのモデルは，20カテゴリーの 

"g o o d s "から成る。

ところで，各国は5 ,000品目分類にわたる財 
を全て生産しているわけではない。従って，同 

じカテゴリーのgoodsでも， 各国毎に生産さ 
れている細品目分類の財構成が異なるから， 
goodsに国別の差異が生じる。 この細品目構成 
の違いによって，各 goodsはその生産国別に区 
別されるようになり，同一カテゴリーのgoods 
に対してアーミントンの意味でのproductが定 

義されることになる。ペトリが各国の生産量a; 

として定義した数量概念は， このアーミントン

の productに対応しており，国別に細品目分類 

の生産量を集計した指数値である。
一方需要者は，輸入によって5,000品目にわ 

たる全ての財を消費可能であるから，需要量ゴ 
は 全 5 ,000品目を含むようなアーミントンの 
goodsに対応して定義されなけれぱならない。 
今，/ 番目のカテゴリーのgoodsについて， 自 
国で生産される分をCCミ〔自国における細品目分類 

の財の集計量)， 外国で生産され輸入される分を 
が？（外国における細品目分類の集計量）とすれば， 
自 国 に お け る を 次 の よ う に 考 え る こ と が で  

き る 。

di=Wi (aJi, xT) fo r all i

こ こ で W iは国産財と輸入財のま計関数であ
り，も が a;ミとa；™の集計された結果の指数値
として示されることになる。 こ の ？P•関数はア
一 ミントンの0 関数に対応して，想定されるも

のである。 アーミントンの理論展開をふまえて，
ペトリのモデルをみれば， こ の 様 な W 関数を

与えられたものとして，変形関数の最大化問題
を解いた結果がR 3 とR 4 のシュア関数である

( 7 )

と考■えられる。
ここでの論点をまとめると，ペトリがモデル 

の中でとりあげた2 つの数量概念は， いずれも 

全体系と論理的に矛盾なく，定義され，集計さ 

れた指数的な指標である。先に示したとおり， 
投 入 係 数 と シ ア が 2 つの概念を結びつけろ役 

割を持つ。そしてこの関係が調整されることに 
よって，全体の均衡がもたらされていること力':,
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ぺ トリのモデルの特微となっている。

ペトリは，国別に定義された技術的投入産出 
体系に， アーミントンのシア関数を結びつけ 

ることによって，価格調整の働く多部門貿易モ 

デルを構築した。 そこでは，価格に体化された 
情報によって，貿易構造と国内の技術的生産構 
造が同時均衡する過程が記述されている。具体 
的には， 2 種類の数量及び価格概念を定義して， 
均衡に至る調整過程を2 段階的に考えた。ぺト 
リは， ここでのモデル構築によって一国の産業 

連関体系を賀易を含むように拡張し，国際的視 
野を^^っ産業連関分析への，理論的一般化を試 
みた。

ま と め - -国際産業連関表の視点から

前章では，現在開発の進められている国際産 

業連関まをめぐって，それに関連すると思われ 
るこれまでの3 つの分析アプローチを考察した。 
各アプロ ー チ は ， それぞれ独自の分析視角を持 

ち，それに応じて各モデルの方法論的基礎か与 
えられている。 この章では，それらの特徴を統 

括的にまとめ，かつ，各アプローチが国際産業 
連関まとどのような点で交わるか，その接点を 
明らかにしたい。

アイサードは， 経済学における空間的位置の 

問題の重要性を強調して，跟離因子を主な説明 
変数とする分析モデルを展開した。 このことは, 
伝統的な経済理論が，市場価格の調整力を主た 
る説明変数としてきたことに対して，特徴的で 
ある。国際産業連関まは，現実に地球上の異な 
る場所に位置している複数地域間の取引関係を 
解明しようとするものである。従って，アイサ

一ドの視点に立って，地域のちがいを距離のち 
が 、に遺元し，距離因子に基づいてそれら取引 
関係を分析しようと試みることは， 国際産業連 
関まのこれからの展開において，重要な意味を 

持つであろう。
他方， レオンティエフは，地域の区別を，そ

れぞれの産業連関表が示す技術的な特性によっ
てとらえようとした。産業連関まの本質は，経

済体系の内部における中間財の取引フロ一を行
列表示することによって，経済循環の過程を記
述したものである。その時， これらの取引の基

底に存在し生産技術上の部門間相互依存関係

を具体的に示しているのが， 投入係数行列（各
部門の生産物単位当りに必要な中間財投入量を示す

行列表 ；ルゴ）である。 レオンティエフを前提と
すれば， A y 表は各地域の発展段階に)^；じて与
えられる技術係数行列であり， そ れ ら は （価格 

C8)

に関して）固定的である。 現実に地球上には， 
A i j の違いで明瞭に示されるような発展段階の 

異なる複数地域が並存し，そのことがたとえば 
南北格差などの国際的問題を誘き起こしているa 
その時，国連の政策によって，それらがどの様 
に調整されれぱ良いかを分析することが， レオ 
ン テ ィ エ フ に よる世界モデルの目的である。従 

ってこのモデルは，地域別の産業連関まを世界 

的視野の下でリンクしようとした野心的な試み 
である。諸地域間のリンクは，具体的には個々 
の貿易を通じて癸生する。 しかし， レオンティ 
エフの世界モデルは，国際産業連関まの非対角 

の行列要素で示される貿易マトリックスのよう 
に，それらを直接とらえようとするわけではな 
い。 この世界モデルの最大の特徴は， "world 
trading p o o l " という分析概念によって，個々

注 〔7 ) アーミントンの理論展開におけるシエア関数は，輸入需要関数としての意味を持ち，需要サ イ ドか 

らのアプローチである。それに加えて，ペトリはシュア関数に供給サイドからアプローチしようとす 

る新しい理論展開を試みた。 すなわち，5,000品目レペルでの比較生産費の変化がもたらす，各国の 
特化のバターンの変更によっても，同様のシュア関数が誘導-され得ることを証明した。詳細はペトリ 
〔4 〕〔7〕を参照。

( 8 ) 実際には，Dorfman-Samuelson-Solow〔17〕のアクティビィティ . アナリシスにおいて， バ の  

固定性が価格による代替メカニズムとは矛盾しないということが証明されている。〔代替定理） しか 
し，レオンティエフ自身は，んプの変化を基本的には，非硫格要因に基づく技術変化の問題と考えて 
おり，それが後年の論文"The dynamic inverse" [ 6 ] へと展する。詳細は尾崎〔12〕を参照。

228 {040 )



の資易を統括的にとらえようと試みた点にある。 

世界中の各地域は，歴史的に形成されたそれぞ 
れの内部関係を維持しながら，"w orld  trading 
p o o l"を通じて，間接的に，地域相互間での影 
響を及ぽしあっている。

それに对して，現在開発中の国際産業連関ま 
には，諸地域間の世界的相互依存関係に関して， 
より直接的な情報が豊富に含まれている。それ 
らの分析の今後の展開において， レオンティエ 

フが先駆的に試みた"pool" という分析概念を 
利用することは，国際産業連関まの有用性を一 
層高めるであろう。

ところでレオンティエフのモデルでは，各地 

域毎の貿易構造は， パラメトリックな係数値 

(輸入係数と輸出係数） で与えられており，それ 
§ 体が直接の分析対象とされているわけではな 
い。 レオンティエフにおけるこのようなある意 

味での欠点に対して，ペトリは，各地域の貿易 

構造を，地域内部の技術的関係と連立させた同 

-時決定モデルによって分析しようとした。
ペトリは， 国内の技術的関係（投入係数行列） 

と輸入構造（シェァ関数）が価格調整されて同時 
.均衡するという多部門賀易モデルを構築した。 
その際， 2 種類の数量及び価格の概念が定義さ 

.れることによって，調整は段階的に行われる。 
このようにして， レオンティエフ的な各地域固 

有の投入産出体系を論理的に矛盾なく貿易に結

びつけ，開放体系下における多部門均衡モデル 

を構築し得たことはぺトリの功績である。ぺト 
リのモデルは，基本的にはレオンティエフの生 

産技術面を強調した分析的枠組の線上にある。 
しかしそこでの投入係数パリに，定義的に与 

えられる意味が， レオンティエフの場合とは若 
干異なる。すなわち投入係数パけは，技 係 数  
として（価格に関して）固定的なバラメタではな 

く，国産一輪入シュアが変化する時の相対価格 
の変動に応じて可変的に調整され得る変数とし 
て扱われている。貿易のシュア関数を導入する 
ことによって， パiプにある程度の変性を許容 
し，国内的な産業連関体系に貿易を组み込んだ
意味で，ペトリのモデルは， レオンティエフの 

モデルをより一般化させたものとみなせるかも 
しれない。そして， これらのことが■際産業連 
関まにおける対角と非対角の行列要素の関係を 

考察する上で，重要な意味を持つことはいうま 

でもない。
以上，国際産業連関表をめぐる3 つのアプロ 

一チについて， その性質をまとめた。 国際産業 
連関まには，豊富な情報が含まれており，それ 
らは，上 の 3 つのどのアプローチとも関連を持 

つ。従って今後の国際産業連関分析の理論的， 
実証的展開において， アイサード， レオンティ 
エ フ ， ペトリの各アプローチの理解は重要にな 

るであろう。

付表ペトリのモデルの詳細と変数記号一覧

モデルの方程式

R 1 生産費用 C i= (l + ら）{A.iQi+ li'wi+ ki dig;)'}

R 2 fPi=Cl + fi)Ci ( 同質財）
R 3 生産者価格 1 クi = ぴi 〔1 + ん） 一びi) Cl +  /3i) C/>3+fziCti)( 異質財輸入）
R 4 \pi = Oi Cl +  r i)  Ci+(1 —f i )  p3 ( 同質財輸出）
R 5 レント指数 Pi = pi/Ci—l ( 同質財）
R 6 購入者価格 ホ ニギも.i (1 +  tjO [(1 +  ん《) がぐ
R 7 貿易シュア 5" =  5"{(1 +  ん_/) [G  + ん' ） ゲ/] } ,  k = l , 2, 3
R 8 投資 Vi=W\yini

R 9 対外僅保
R10 需要量 di—A.iXi+ eif F i^  f'aSjidi+51] (ju j一か）
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R l l

R12

R13

R14

R15

R16

R17

R18

R19

生産量

労働

資本

対外留保 

対外購買力指数 

国民所得

世界需要量 

S 入係数 

但し

X i= ^  Sijdj (異質財）

Xi =  x\ +  0idi+piipi〔同質財）

l i め +  C.Zij —  Z ji^  — L i  

k i ' X i + ' ^  (_Zi厂 Z j i )  =  K i

Biq3='^{_pi' (1 +ん;.）(Jijdj+Zij)—わ/ 〔1 +ん.i) Csjidi+Zji)} 
qS= が (h/ pV ch

Vi = WiLi+niKi+q"i (.dihyXi+ipidyXi 

+ (デiCi)'rCi+ (Mi (1 + あ)-ici)'ic

+ S  \tji ((1 +ん.i) pj+faqdYsjidi 

+ S  [hijpi]'Sijdj 

Cd + CftS (.Xi—d i ) (同質財のみ）か

C L i~  CLi Qi 、も

av

Qi-

、77め'んみ.。/ みa*。ノ ， 
j

:生産物単位当りのi 財投入量 

=atの基準年値 

: ズ財の投入価格（基準年=1) 

= 財投入の擬弾性バラメタ

記号の説明

内生変数 外生変数

A ニ投入係数 fa = i 国からj 国への輸送サービス

b ニ投資構成比率 F = 輸送サービス構成比

B ニ純対外留保 hi} = i 国からj 国への輸出にかかる税

c ニ生産費用べクトル K = 資本賦存量

d ニ需要べクトル L ニ労働賦存量

e ニ消費l i 成比率 n = 人口

I ニ労働係数 tij ニ _/国におけるダ財の販売にかかる税

k ニ資本係数 U = 生産にかかる税

P ニ生産者価格 Zij ニ 国からゾ財への外生的貿易

Q ニ購入者価格 8 = 減価償却係数

が0 ニ輸送サービス価格 ぴ = 非貿易同質財生産部門のシェア

が ニ対外購買力 c = 同質財に対する世界的需要バラメタ

ダ ニ資本財デフレータ w ニ マ ク ロ の 需 要 バ ラ メ タ

r ニレント（市場支配力等） (そえ字は需要のタイプを示す）

Sij ニゾ国市場における国のシェア p = レント（天然資源）

V ニ投資水準 71 = 資本収益

w ニ賃金率 = 同質財の数量バラメタ

X ニ産出量

Y ニ総国民所得

r ニ消費水準

注 : そえ字は国をあらわし，1 = アメリカ 2 = 日本 3 = その他世界。
.は対角化されたべクトルを示し，ダッシュは転置行列を示す。

230 {642~)



参 考 文 献

〔1〕 Isard, W .(1956) : "Location and Space-Economy,"木内，細野• 岡部• 加藤• 糖谷訳『立地と空間 

経済』朝倉* 店，昭和39年。

〔2〕 Isard, W . (1954): "Location-Theory and Trade Theory: Short-Run Analysis," Q. J. E., vol. 

LXVIII.

〔3〕 Leontief, W. W., et a l . (1977): "The Future of the World Economy," A Ihnited Nations Study 

(New Yok; Oxford University Press).

〔4〕 Leontief’ W. W . (1941):"The Structure of American Economy 1919-1939" (White Plains, 

N .Y .: International Arts and Science Press, Inc.)'

〔5〕 Leontief, W. W . (1953) : "Structural Change" & "Dynamic Analysis'* in Leontief, et al."Studies 

in the Structure of the American Economy'* (New York: Oxford University Press).

〔6〕 Leontief, W. W . (1970): "The Dynamic Inverse" Contributions to Input-Output Analysis, 

Proceedings of the Fourth International Conference on Input-Output Techniques’ Geneva, 1968 

vo l.1.

〔7〕 Petri, P. A. (1984) : "Modeling Japanese-American Trade" (Cambridge, Mass: Harbard Univer

sity Press).

〔8〕 Petri, P. A. (1980): "A Ricardian Model of Intra Sectoral Market Sharing," Journal of Inter

national Economics 10.

〔9〕 Armington, P.S. (1969): "A Theory of Products Distinguished by Place of Production",IMF 

Staff Papers 16.

[10] Ohlin, B . (1967): "Interregional and International Trade" (Cambridge Mass: Harvard Univer

sity Press).

〔11〕 Helpman, E. & Krugman, P. R . (1985): "Market Structure and Foreign Trade" (Cambridge, 

Mass: MIT Press).

〔12〕 尾 崎 厳 （1979)：『経済発展の構造分析M』r三田学会雑誌」72卷6号。

〔13〕 尾 崎 厳 • 清水雅彦（1980)：『経済亮展の構造分折《』「三田学会雑誌」73卷1号。

〔14〕 尾 崎 厳 (1980)：『経済発展の構造分析曰』r三田学会雑誌」73卷5号。

〔15〕 尾 崎 厳 • 池田明由〔1989):『規模の経濟性と構造変化H 』「三田学会雑誌」81卷4号。

〔16〕 尾 崎 厳 • 赤林由雄（1989)：『二国間の経濟的相互依存関係の変容』「三田商学研苑」32卷 1号。
〔17〕 Dorfman, R.’ Samuelson, P. A. & Solow, R. M . (1958): "Linear Programming and Economic 

Analysis,"安井• 福岡• 渡辺• 小山訳『線型計画と経済分析』岩波書店，昭和34年。

〔慶應義塾大学大学院経资学研究科博士課程）

231(643)


